















Exploratory research regarding the causes and  
solutions to the difficulties in community work:      
The findings of an attitude survey of life support coordinators
Mikio Hishinuma
Abstract: Because of recent amendments in Japan’s long-term care insurance system, life 
support coordinators have been assigned to each municipality to foster community building. 
However, as such assignments are relatively new, some coordinators have been struggling to 
execute their tasks. In this study, in order to explore the factors and solutions to the difficulties 
faced by life support coordinators in community work, we conducted a questionnaire survey 
in two cities in 2018 targeting Level 2 life support coordinators posted in Community General 
Support Centers, and obtained responses from 73 persons. Based on the results of factor 
analysis, “the method of community work,” “workplace support,” “community information,” 
and “the lack of cooperation with other organizations” were identified as the “causes of 
the difficulties in community work.” Further, “understanding community information and 
building relationships,” “workplace support,” “objective reflection,” “learning about other 
communities,” and “attending community work meetings,” were identified as the “solutions to 
the factors causing difficulties in community work.” It is important to utilize these findings for 
the training of those presently posted and for training certified social workers in the future.for 
the training of those presently posted and for training certified social workers in the future.
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Ⅰ．問題の所在と研究の目的


























































2 つの市で行った。選定理由は、①両市とも政令指定都市であり第 2 層生活支援コーディネー


















　■日時　　　　2018 年 6 月 14 日　※研修時に実施
　■参加人数　　地域特定につながるため伏せる 
　■方法　　　　地域支援の困難さと解消方法をカード化して抽出し、内容ごとに整理
　ワークショップの内容は、2 市ともに同じ方法で行った。参加者を 5 ～ 6 名のグループに分
け、①「地域支援における不安・戸惑い・悩み」、②「その不安・戸惑い・悩みの解決につながっ




































　性別は、A 市が「男性」11 人（25.0％）、「女性」33 人（75.0％）、B 市が「男性」7 人（24.1％）、
「女性」22 人（75.9％）であり、いずれも女性が約 4 分の 3 であった。
　年齢は、A 市が「20 代」10 人（22.7％）、「30 代」9 人（20.5％）、「40 代」13 人（29.5％）、「50 代」
12 人（27.3％）、B 市が「20 代」3 人（10.3％）、「30 代」7 人（24.1％）、「40 代」11 人（37.9％）、
「50 代」6 人（20.7％）、「60 代」2 人（6.9％）であり、いずれも 40 代が最も多いが、A 市では
20 代の割合が B 市よりも大きくなっている。
　福祉関連総勤務年数は、A 市が「1 年未満」7 人（15.9％）、「1 年以上 5 年未満」10 人（22.7％）、「5
年以上 10 年未満」11 人（25.0％）、「10 年以上 20 年未満」12 人（27.3％）、「20 年以上」4 人（9.1％）、
B 市が「1 年以上 5 年未満」2 人（6.9％）、「5 年以上 10 年未満」4 人（13.8％）、「10 年以上 20
年未満」15 人（34.1％）、「20 年以上」6 人（13.6％） 、「不明」2 人（6.9％）であり、いずれも
10 年以上 20 年未満が最も多いが、A 市に比べて B 市の方が長く福祉関連で働いている割合が
多かった。
　地域支援年数は、A 市が「1 年未満」14 人（31.8％）、「1 年以上 5 年未満」18 人（40.9％）、「5
年以上 10 年未満」6 人（13.6％）、「10 年以上 20 年未満」4 人（9.1％）、「20 年以上」1 人（2.3％）、
「不明」1 人（2.3％）、B 市が「1 年未満」2 人（6.9％）、「1 年以上 5 年未満」17 人（58.6％）、「5
－ 10 －
年以上 10 年未満」7 人（24.1％）、「10 年以上 20 年未満」3 人（10.3％）であり、A 市では B
市に比べて 1 年未満の割合が多かった。また 2 市の合計では 1 年未満が約 2 割、1 年以上 5 年
未満が約 5 割であり、このことから今回の調査対象者は地域支援初期の戸惑い等を把握する上
での当事者性を有している割合が多いと言える。
　保有資格は、A 市が「社会福祉士」19 人（43.2％）、「精神保健福祉士」5 人（11.4％）、「介
護福祉士」8 人（18.2％）、「介護支援専門員」6 人（13.6％）、「保育士」2 人（4.5％）、「看護師」
1 人（2.3％）、「保健師」3 人（6.8％）、「その他」7 人（15.9％）、B 市が「社会福祉士」18 人（62.0％）、
「精神保健福祉士」3 人（10.3％）、「介護福祉士」9 人（31.0％）、「介護支援専門員」15 人（51.7％）、
「保育士」1 人（3.4％）、「看護師」1 人（3.4％）、「保健師」1 人（3.4％）、「その他」1 人（3.4％）
であり、B 市は A 市に比べて、社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員の有資格者が多かっ
た。また 2 市の合計では社会福祉士有資格者が約半数を占めた。
表 3　回答者の属性
A 市 B 市 計
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％
性別 男性 11 25.0 7 24.1 18 24.7
女性 33 75.0 22 75.9 55 75.3
年齢 20 代 10 22.7 3 10.3 13 17.8
30 代 9 20.5 7 24.1 16 21.9
40 代 13 29.5 11 37.9 24 32.9
50 代 12 27.3 6 20.7 18 24.7
60 代 0 0 2 6.9 2 2.7
福祉関連総勤務年数 1 年未満 7 15.9 0 0 7 9.6
1 年以上 5 年未満 10 22.7 2 6.9 12 16.4
5 年以上 10 年未満 11 25.0 4 13.8 15 20.5
10 年以上 20 年未満 12 27.3 15 34.1 27 37.0
20 年以上 4 9.1 6 13.6 10 13.7
不明 0 0 2 6.9 2 2.7
地域支援年数 1 年未満 14 31.8 2 6.9 16 21.9
1 年以上 5 年未満 18 40.9 17 58.6 35 47.9
5 年以上 10 年未満 6 13.6 7 24.1 13 17.8
10 年以上 20 年未満 4 9.1 3 10.3 7 9.6
20 年以上 1 2.3 0 0 1 1.4
不明 1 2.3 0 0 1 1.4
保有資格 社会福祉士 19 43.2 18 62.0 37 50.7
精神保健福祉士 5 11.4 3 10.3 8 11.0
介護福祉士 8 18.2 9 31.0 17 23.3
介護支援専門員 6 13.6 15 51.7 21 28.8
保育士 2 4.5 1 3.4 3 4.1
看護師 1 2.3 1 3.4 2 2.7
保健師 3 6.8 1 3.4 4 5.5
その他 7 15.9 1 3.4 8 11.0
－ 11 －
２．地域支援困難要因


















No. 地域支援における不安・戸惑い・悩み　＼　因子 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 共通性
1 地域支援として何をすればよいか分からない。 .820 -.099 -.069 .069 -.055 0.599
3 地域で暮らす住民の生活ニーズが分からない。 .769 .125 -.007 -.193 -.196 0.642
12 住民の生活ニーズの把握方法が分からない。 .763 -.068 -.133 -.182 .292 0.616
10 地域に応じた支援方策が分からない。 .717 -.016 -.001 .080 .104 0.590
5 地域住民と協働するための関わり方が分からない。 .707 -.140 .056 .222 .049 0.641
9 地域住民や福祉専門職に対する説明がうまくできない。 .693 .047 -.054 -.031 .009 0.464
11 地域住民との話し合いの場の作り方が分からない。 .670 .015 -.061 .156 .183 0.602
2 どこまで地域に関わればよいか分からない。 .665 .010 -.033 .063 .047 0.467
8 話し合いでのファシリテーションがうまくできない。 .631 -.012 -.044 -.089 .000 0.358
4 地域課題が分からない。 .629 .208 .242 -.212 -.170 0.745
13 住民が主体的に活動へ取り組むための関わり方が分からない。 .447 -.063 .131 .197 .313 0.556
17 一緒に地域支援に関わってくれる人がいない。 -.083 .884 -.070 .128 .088 0.724
16 地域支援について相談できる人がいない。 .011 .864 -.159 .135 .277 0.758
19 所属組織の上司・同僚が地域支援の業務を理解してくれない。 -.001 .484 .030 .431 -.127 0.409
7 地域に関する情報が多すぎて、必要な情報が分からない。 -.138 -.196 .888 .054 .173 0.677
6 地域に関する知識・情報がない。 .329 -.039 .363 .142 -.083 0.362
20 担当地区が広すぎて、地域へ丁寧に関われない。 .038 .156 .128 .780 -.270 0.582
18 他の業務で忙しく、地域へ出かける時間が十分とれない。 -.028 .149 -.063 .393 -.052 0.151
14 地域支援の方策について、関係機関と考え方が合わない。 .114 .152 .082 -.221 .675 0.438
15 地域支援に関する関係機関と連携する仕組みがない。 -.102 .234 .483 -.144 .551 0.515
因子寄与 6.369 1.852 1.064 0.837 0.772 　
因子寄与率（％） 31.8  9.3  5.3  4.2  3.9 
累積寄与率（％） 31.8  41.1  46.4  50.6  54.5  　
　「地域支援困難要因」20 項目全体のα係数は、α =.88 であり、内的整合性が確認できた。「地





















連携 M SD α
地域支援方法 － .25* .44** .18 .37** 2.08 0.55 .91
職場内サポート 　 － .14 .37** .30* 1.30 0.76 .78
地域情報 　 － .18 .34** 1.79 0.74 .55
地域支援業務量 　 － .07 1.72 0.73 .45
他機関連携 　 　 　 　 － 1.49 0.72 .60
*. p < .05,   **. p < .01
（1）　地域差の検討






尺度得点（M=1.57, SD =0.68）であり、「地域情報」は A 市が高く、それ以外は B 市が高い結
果となった。
　そこで下位尺度得点について A 市と B 市の t 検定を行った結果、「地域支援方法」（t = 
-0.27, df = 70, p = n.s.）、「職場内サポート」（t = -1.93, df = 69, p = n.s.）、「地域情報」（t = 1.20, 
df = 70, p = n.s.）、「他機関連携」（t = -0.73, df = 70, p = n.s.）のいずれも地域差は有意ではなかっ
た（表 6）。このことから、調査対象の 2 地域ともに同程度の「地域支援困難要因」が感じら
れていると言える。
表 6　「地域支援困難要因」下位尺度の A 市と B 市の平均値、SD、t 検定結果
　 A 市 B 市
M SD M SD t 値 P
地域支援方法 2.07 0.61 2.11 0.46 -0.27  0.78
職場内サポート 1.16 0.76 1.51 0.72 -1.93  0.06
地域情報 1.88 0.74 1.66 0.73 1.20  0.23
他機関連携 1.44 0.75 1.57 0.68 -0.73  0.46
3. 地域支援困難要因解決方法

























No. 地域支援困難要因の解決方法　＼　因子 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 共通性
4 自治会との関係形成 .897 .203 .082 .339 -.098 .201 0.866
5 民生委員との関係形成 .791 .054 .030 .218 -.134 .167 0.705
16 地域情報の収集、分析 .641 .508 .345 .154 .082 -.314 0.653
15 相談できる地域住民の存在 .633 .084 .299 .202 .117 .263 0.506
6 他機関の地区担当者との関係形成 .616 .418 .266 -.038 .276 .041 0.503
14 地域住民との懇親会への参加 .587 .260 .367 .473 .056 .248 0.584
7 他機関との事業の共同開催 .572 .148 -.020 .297 .284 -.177 0.503
2 先輩（同僚）職員への相談 .273 .938 .259 -.046 .361 .161 0.978
3 先輩（同僚）職員からの助言 .155 .852 .363 .028 .217 -.014 0.773
20 自らの実践の振り返り .167 .292 .740 -.342 .403 .156 0.793
19 地域福祉に関する研修の受講 .084 .434 .680 .058 .205 -.161 0.564
17 前任者からの引き継ぎ、資料参照 .180 .095 .623 .225 .104 -.004 0.435
18 文献による学習 .276 .375 .382 .216 .279 -.081 0.271
11 他地域の視察見学 .226 -.059 -.053 .665 -.010 .043 0.477
12 他地域の事例学習 .296 .367 .295 .607 .260 -.201 0.538
10 他地域の職員との情報交換 -.007 -.104 .384 .473 .195 .009 0.421
8 他機関との地域支援会議への出席 .140 .259 .166 .094 .830 -.097 0.715
9 職場内の地域支援会議への出席 -.039 .240 .365 .094 .755 .016 0.618
1 先輩（同僚）職員の対応見学 .310 .374 -.030 -.154 -.001 .503 0.534
13 地域行事への参加 .422 .226 .263 .484 .131 .486 0.609
　 因子寄与 4.709 2.580 1.675 1.228 1.083 0.771 　
　 因子寄与率（％） 23.5  12.9  8.4  6.1  5.4  3.8  　




















会議出席 実践見学 M SD α
地域情報把握と関係形成 － .18 .33* .32* .08 .43** 2.27 0.60 .82
職場内サポート 　 － .34* .14 .35** .40** 2.20 0.78 .92
客観的省察 　 　 － .26 .38** .17 1.91 0.56 .59
他地域の学習 　 　 　 － .28* .18 2.42 0.73 .59
地域支援会議出席 　 　 　 　 － .11 2.19 0.82 .80



















表 9　「地域支援困難要因の解決方法」下位尺度の A 市と B 市の平均値、SD、t 検定結果
　 A B
M SD M SD t 値 P
地域情報把握と関係形成 2.27 0.69 2.27 0.37 -0.01 0.98
職場内サポート 2.13 0.79 2.35 0.75 -1.04 0.30
客観的省察 1.98 0.57 1.72 0.47 1.63 0.11
他地域の学習 2.52 0.74 2.10 0.64 1.82 0.08































































































































先は、社会福祉協議会 56.6％、地域包括支援センター 17.6％、個人への委託 7.5％、サー
ビスを行うＮＰＯ 1.9％、中間支援を行うＮＰＯ 1.3％であり、第 2 層生活支援コーディ
ネーターの配置先は、社会福祉協議会 59.4％、地域包括支援センター 21.9％、サービス
を行うＮＰＯ 6.3％、地縁組織 6.3％、介護サービス事業者 6.3％、中間支援を行うＮＰ
Ｏ等 3.1％、個人への委託 3.1％、ボランティア団体 3.1％となっている。
※４　例えば、千葉県社会福祉協議会が千葉県から受託して行っている生活支援コーディネー
ター養成研修では、協議体の視察見学を受け入れてくれる地域を探し、他地域の協議体
の進め方を見て学ぶことができる研修を行っている。
